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特集／アジア・中東における「伝統」・環境・公共性
セッション 2：アジア・中東におけるグローバリゼーション・国家・市民社会
貧困と市民権
─トルコの事例研究
トルコ・ボアジチ大学アタテュルク現代トルコ史研究所教授　
アイシェ・ブーラ
　近代社会における市民権の意味は、個人の暮らしを決定づけるにあたって、
国家・市場・人間関係が果たす役割の性格に関連している。本論はこうした見
方を前提として、グローバル資本主義経済へのトルコの統合に伴う近年の社会
経済的変容を通じて生じてきた、社会的緊張を分析するものである。
　第二次世界大戦後のトルコでは、「不平等なコーポラティズム型」の社会保
障システムが構築された。受給権は市民権ではなく雇用状態に基づいており、
公務員と労働者に別々に給付を行う二つの異なる社会保障組織によって構成さ
れていたのである。1970 年代になり、自営業者を対象とする制度も発足したが、
公務員や労働者を対象とする制度の方が充実していた。人口の大半を排除した
システムであったため、人々は親族の紐帯による貧困抑制という社会的メカニ
ズムに頼っていた。例えば、農民の家族を支える小土地所有は、都市へ移住し
た未就業の構成員をも支援していた。逆に、彼らが雇用されれば実家への送金
がなされたのである。また、トルコでは都市の貧困層への公営住宅供給が重視
されたことはなく、1940 年代から始まるゲジェコンドゥとよばれる不法住居
の建築と、政府によるその容認がひとつの非公式な社会保護システムの支柱と
してあった。
　1980 年代、トルコは市場指向の開発戦略をとり、民間企業・公共部門にお
ける雇用が削減されると同時に、財政支出抑制のために社会保障改革が議論の
遡上に乗った。新たな環境の中で、非公式の社会保護システムも蝕まれた。自
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由貿易や補助金削減によって小規模な農業保有地を維持できなくなり、都市化
によって地方との事実上の断絶が引き起こされ、拡大家族のつながりが弱体化
した。不法住居もまた貧困を管理する方式としては維持できなくなった。さら
に、経済以外の要因としてクルド人分離主義勢力との武力紛争があり、暴力を
逃れて大都市へと移住したクルド系の多くの人々が貧困と社会的排除の脅威に
さらされることになったのである。
　こうした諸要因を背景に、新しい都市の貧困形態が次第に可視化され、
2001 年の経済的危機にともなって見逃すことのできない問題として表面化し
た。この危機は、貧困政策と社会政策の転換点をなすものであり、これ以降社
会扶助方式が議論されるようになった。
　2002 年、現在の AKP（公正発展党）が政権を握った。イスラーム主義政党
として出発した AKP による社会保障改革には自由主義的性格もみてとれるが、
従来のトルコの「不平等なコーポラティズム」型のシステムと比べると、むし
ろ、これまで排除されてきた広範な国民を包摂する公的な社会扶助システムの
確立に向かっていることも確認できる。しかしながら、貧困基準を下回る人々
への現金給付といった最低限所得保障の機構が欠如している。この欠如は、貧
困との闘いが伝統的に国家の責任と見なされてこず、家族や慈善の領域に追い
やられてきたというトルコの社会状況の産物である。
　トルコには慈善団体の伝統があり、現在では貧民や障害者、不利な条件下に
あるエスニック集団への支援、教育分野での活動を行っている。これら非政府
組織と中央・地方政府との協力が新しい貧困との闘いの重要なイニシアティヴ
となっている。社会政策分野における国家 – 社会の協調関係は、公的資源の
負担を軽減することに寄与している。それゆえ、トルコだけでなく、現在の新
自由主義的世界経済のもとでは世界中どこでも、IMF や世界銀行といった国
際的金融組織によってこの協調関係が推奨されているのである。
　しかし、トルコでは、これが権利としての社会扶助の承認を制限する傾向に
あることに注意しなければならない。慈善団体に責任を付託する可能性につい
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て言及することで、国家による最低限所得保障が実行に移されないのである。
さらに、慈善に基づく関係は、受益者を提供者に対する従属的位置に置く。選
出された政府が貧困問題に全面的な責任を負おうとしない状況下では、恵まれ
ない人々は社会的扶助の提供者に要求を突きつけることはできない。それゆ
え、彼らは権利を行使する市民であることをやめ、慈善の受益者となるのであ
る。代弁者となるべき労働組合や職能団体といった公式の結社も、彼らが「公
式の」市民として特権的地位をもっていたかつての社会保障システムを擁護す
るために政治的影響力を用いるばかりである。
　このように、近年のトルコにおける社会経済的変容は二つの異なる展開を
伴っている。一方では、新しい貧困形態の出現に対処するため、近代的もしく
は伝統的な社会的連帯のメカニズムの発動を強く要求する声がある。他方では、
公的な社会政策を通じて貧困と闘うために、国家に対する期待がますます高
まっている。これらの展開が相俟って、市民権が再定義されるような環境が作
り出されているのである。トルコの近代化経験を通じて形成されてきた国家―
社会関係の歴史的遺産は、間違いなくこの市民権の再定義過程の結果に影響を
与えるであろう。またそれは、一連の国内的要因と、トルコと EU との関係を
含めた国際的要因の相互作用にも左右されるであろう。
